
2022年4月1日
「愛知県人権尊重の社会づくり条例」が施行されました。
相互に人格と個性を尊重し合いながら
支え合い、多様性を認め合う、誰一人取り残されることのない
人権尊重の社会づくりを進めましょう。

愛知県人権尊重の社会づくり条例
全ての人の人権が尊重される社会へ



愛知県人権尊重の社会づくり条例
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　全ての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等である。
　これは、世界人権宣言にうたわれている人類普遍の原理であり、基本的人権を侵すことので
きない永久の権利として全ての国民に保障している日本国憲法の精神にかなうものである。
こうした理念の下に、全ての個人が自律した存在としてそれぞれの幸福を追求することが
できる社会を実現することは、県民の願いである。　
　本県は、これまで、人権教育・啓発に関する愛知県行動計画を策定し、人権が尊重され、差別
や偏見のない郷土愛知の実現を目指して、人権に関する教育及び啓発を推進するとともに、
愛知県男女共同参画推進条例、愛知県子どもを虐待から守る条例、愛知県障害者差別解消推進
条例などを制定するほか、人権に関する課題に取り組んできた。
　しかしながら、今もなお、人種、国籍、民族、信条、年齢、性別、性的指向、性自認、社会的身分、
門地、障害、疾病その他の事由による不当な差別が存在しており、また、インターネットの普及
を始めとした情報化の進展、少子高齢化等の地域社会の変化、経済的格差の拡大等の経済社会
の構造の変化などによって、人権に関する課題の複雑化及び多様化が進んでいる。
　こうした不当な差別を始めとしたあらゆる人権に関する課題を解消していくためには、その
解消に向けた取組をより一層推進するとともに、私たち一人一人が相互に人格と個性を尊重
し合いながら支え合うことが必要である。
　私たちは、このような認識を共有し、多様性を認め合う、誰一人取り残されることのない
人権尊重の社会づくりのために、たゆまぬ努力を続けていくことを決意し、ここにこの条例を
制定する。

　　　　第１章　総則
　（目的）
第１条　この条例は、人権尊重の社会づくりについて、県、県民及び事業者の責務を明らかに
　するとともに、人権尊重の社会づくりに関する施策（以下「人権施策」という。）の基本となる
　事項を定めること等により、人権施策を総合的かつ計画的に推進し、もってあらゆる人権に
　関する課題の解消を図るとともに、全ての人の人権が尊重される社会の実現に寄与すること
　を目的とする。
　（県の責務）
第２条　県は、人権施策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。
２　県は、国及び市町村と連携を図りながら協力して、人権施策の推進に取り組むものとする。
　（県民の責務）
第３条　県民は、家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野において、人権尊重の
　社会づくりに寄与するよう努めるとともに、県が実施する人権施策に協力するよう努めな
　ければならない。
　（事業者の責務）
第４条　事業者は、その事業活動を行うに当たっては、人権尊重の社会づくりに寄与するよう
　努めるとともに、県が実施する人権施策に協力するよう努めなければならない。

　　　　第２章　人権尊重の社会づくりに関する基本的施策等
　　　　　第１節　基本計画等　
　（基本計画）
第５条　県は、人権施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、人権施策に関する基本的な計画
　（以下「基本計画」という。）を定めるものとする。
２　基本計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。
　一　人権施策についての基本的な方針
　二　前号に掲げるもののほか、人権施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
３　県は、基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、愛知県人権施策推進審議会（第11条
　及び第12条において「審議会」という。）の意見を聴くとともに、県民の意見を反映すること
　ができるよう必要な措置を講ずるものとする。
４　県は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するものとする。
５　前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。
　（相談体制の整備）
第６条　県は、人権に関する相談に的確に応ずることができるよう、人権に関する相談に対応
　するための窓口の設置その他必要な体制の整備を行うものとする。
　　
　　　　　第２節　インターネット上の誹謗中傷等の未然防止及び被害者支援
第７条　県は、インターネットを利用して情報を発信する者の表現の自由を不当に侵害しない
　ように留意しつつ、次に掲げる施策を講ずるものとする。
　一　インターネット上の誹謗中傷等（インターネットを利用した情報の発信で、誹謗中傷、
　　プライバシーの侵害その他の人権を侵害することとなるものをいう。次号において
　　同じ。）を未然に防止するために必要な教育、啓発その他の施策
　二　インターネット上の誹謗中傷等による被害者の支援を図るために必要な施策

　　　　　第３節　本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた取組の推進
　（啓発等）
第８条　県は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動（本邦外出身者に対する不当な差別的
　言動の解消に向けた取組の推進に関する法律（平成28年法律第68号）第２条に規定する
　本邦外出身者に対する不当な差別的言動をいう。以下同じ。）の解消に向けて、国及び市町村
　と連携を図りながら協力して、その解消の必要性についての県民及び事業者の理解を深める
　ために必要な啓発その他の施策を講ずるものとする。

　（公の施設に関する指針）
第９条　知事は、県が設置する公の施設において本邦外出身者に対する不当な差別的言動が
　行われることを防止するための指針を定めるものとする。
　（公表）
第10条　知事は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動に関する県民及び事業者の認識を
　深めることによりその解消を図るため、表現活動（県の区域内の道路、公園、広場その他の
　公共の場所における行進、示威運動その他の手段による表現行為をいう。以下同じ。）で本邦外
　出身者に対する不当な差別的言動であるものが行われたと認めるときは、当該本邦外出身者
　に対する不当な差別的言動の概要を公表するものとする。ただし、公表することにより本邦外
　出身者に対する不当な差別的言動の解消を阻害すると認められるときその他特別の理由が
　あると認められるときは、公表しないことができる。
２　知事は、前項の規定による公表をするに当たっては、当該本邦外出身者に対する不当な
　差別的言動の内容が拡散することのないように留意しなければならない。
　（審議会からの意見聴取等）
第11条　知事は、本邦外出身者に対する不当な差別的言動である表現活動が行われた旨の申出
　があったとき又は行われたおそれがあると認めるときは、次に掲げる事項について、審議会
　の意見を聴かなければならない。ただし、当該申出に係る表現行為が行われたことその他
　当該申出に係る表現行為の内容が明らかでないとき又は当該申出に係る表現行為が本邦外
　出身者に対する不当な差別的言動である表現活動に該当しないと明らかに認められるとき
　は、この限りでない。
　一　本邦外出身者に対する不当な差別的言動である表現活動が行われたかどうか。
　二　前号の表現活動が行われたと認められる場合にあっては、前条第１項ただし書に規定
　　するときに該当するかどうか。
　三　前条第１項ただし書に規定するときに該当しないと認められる場合にあっては、同項
　　の規定による公表の内容
２　知事は、前項ただし書の規定により審議会の意見を聴かないこととしたときは、その旨を
　審議会に報告しなければならない。この場合において、審議会は、当該報告に係る事項に
　ついて知事に意見を述べることができる。
　（審議会の調査審議の手続）
第12条　審議会は、知事又は前条第一項の規定により調査審議の対象となっている表現行為
　に係る同項の申出をした者に意見書又は資料の提出を求めること、適当と認める者にその
　知っている事実を述べさせることその他必要な調査をすることができる。
２　審議会は、前項の表現行為を行った者に対し、相当の期間を定めて、書面により意見を
　述べる機会を与えることができる。
３　審議会は、必要があると認めるときは、その指名する委員に第１項の規定による調査を
　させることができる。
　（適用上の注意）
第13条　この節の規定の適用に当たっては、表現の自由その他の日本国憲法の保障する国民
　の自由及び権利を不当に侵害しないように留意しなければならない。

　　　　　第４節　部落差別の解消に向けた取組の推進
第14条　県は、情報化の進展により部落差別に関する状況に変化が生じていることを踏まえ、
　部落差別の解消に向けて、国及び市町村と連携を図りながら協力して、地域の実情に応じ、
　部落差別に関する問題についての県民及び事業者の正しい理解を深めるために必要な教育
　及び啓発その他の施策を講ずるものとする。

　　　　　第５節　性的指向及び性自認の多様性についての理解の増進等
第15条　県は、性的指向（自己の恋愛又は性愛の対象となる性別についての指向をいう。次項に
　おいて同じ。）及び性自認（自己の性別についての認識をいう。同項において同じ。）の多様性
　についての県民及び事業者の理解を深めるために必要な教育、啓発その他の施策を講ずる
　ものとする。
２　県は、その事務又は事業を行うに当たり、性的指向及び性自認の多様性に配慮するよう
　努めるものとする。

　　　　第３章　愛知県人権施策推進審議会
第16条　この条例の規定によりその権限に属させられた事項を行わせ、及び知事の諮問に応じ
　人権施策の推進に関する重要事項を調査審議させるため、愛知県人権施策推進審議会（以下
　「審議会」という。）を置く。
２　審議会は、人権施策の推進に関する事項について調査審議し、知事に意見を述べることが
　できる。
３　審議会は、委員12人以内で組織する。
４　委員は、学識経験のある者のうちから知事が任命する。
５　委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者
　の残任期間とする。
６　委員は、再任されることができる。
７　第３項から前項までに定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、
　規則で定める。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第９条から第12条まで、次項及び
　附則第４項の規定は、同年10月１日から施行する。
　（経過措置）
２　第10条から第12条までの規定は、前項ただし書に規定する規定の施行の日以後に行われた
　表現行為について適用する。
３　この条例の施行の際現に県が人権施策の総合的かつ計画的な推進を図るため策定している
　人権施策に関する基本的な計画（人権教育・啓発に関する愛知県行動計画）は、第５条第１項の
　規定により定められた基本計画とみなす。
　（出頭人の費用弁償等に関する条例の一部改正）
４　出頭人の費用弁償等に関する条例（昭和28年愛知県条例第４号）の一部を次のように改正する。
　　第１条に次の一号を加える。
　　21　愛知県人権尊重の社会づくり条例（令和４年愛知県条例第３号）第12条第１項の規定
　　　により審議会が適当と認めて出頭を求めた者

（2022年4月1日一部施行、同年10月1日全部施行）
（令和４年愛知県条例第３号）



「あらゆる人権に関する課題の解消を
図るとともに、全ての人の人権が
尊重される社会の実現に寄与する」
ことを目的とした包括的な人権条例です。

女性、子ども、高齢者、障害者、部落
差別、外国人、感染症患者等、犯罪
被害者等、インターネットによる人権
侵害、ホームレス、性的少数者など人
権を巡る様 な々重要課題に対応する
ための基本計画を定め、総合的かつ
計画的に人権施策を推進します。

・人権尊重の社会づくりに関する施策を総合的に策定し、
  及びこれを実施すること。

・国及び市町村と連携を図りながら協力して、
  人権施策の推進に取り組むこと。

・家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる分野において、
  人権尊重の社会づくりに寄与するよう努めるとともに、
  県が実施する人権施策に協力するように努めること。

・事業活動を行うに当たっては、
  人権尊重の社会づくりに寄与するよう努めるとともに、
  県が実施する人権施策に協力するよう努めること。

人権に関する相談窓口を設置する
など、人権に関する相談に的確に応ずる
ことができるよう体制を整備します。

●基本計画の策定
最近の人権に関する法律の制定状況や人権課題の動向等
を踏まえて、次の4つの人権課題について、個別に規定し、
取組を進めます。

●人権課題を個別に規定

人権施策の推進に関する重要事項について調査審議し、知事に意見を述べる審議会を設置します。

●愛知県人権施策推進審議会の設置

●相談体制の整備

インターネット上の
誹謗中傷等の未然防止
及び被害者支援

本邦外出身者に対する
不当な差別的言動の
解消に向けた取組の推進

部落差別の解消
に向けた取組の推進

性的指向及び性自認の
多様性についての
理解の増進等

愛知県人権尊重の
社会づくり条例

県の責務

県民の責務

事業者の責務

条例の概要

って、なに??

●県、県民、事業者の責務



全ての人間は、生まれながらにして自由であり、かつ、尊厳と権利とについて平等です。
インターネットの普及を始めとした情報化の進展、少子高齢化等の地域社会の変化、経済的格差の
拡大等の経済社会の構造の変化などによって、人権に関する課題は複雑化、多様化が進んでいます。
不当な差別を始めとしたあらゆる人権に関する課題を解消していくためには、その解消に向けた取組を
より一層推進するとともに、私たち一人一人が相互に人格と個性を尊重し合いながら支え合うことが
必要です。

「全ての人の人権が尊重される社会」を実現させるために、
まずは身の回りや自分の行動について振り返ってみましょう。

全ての人の人権が尊重される社会へ

1 2
女だから
男だから…って
役割を固定して
いないかな

障害の有無で
その人のできることを
決めつけていないかな

多様性を認め合い、
相互に尊重し合うため
には、正しい知識を持つ
ことがとても大切です。
様々な機会を通して、
人権について積極的
に学んでみましょう。

いつもの会話の中で
差別的な表現を
使っていないかな

国籍などを理由に
偏った考え方を
していないかな

身の回りや自分の行動を
振り返ってみましょうSTEP

行動しよう！

STEP
行動しよう！

インターネット上で
他人を傷つけたり
していないかな

愛知県東大手庁舎3階にある「あいち人権センター」は、
人権に関する理解を深めていただくため、様々な取組を
しています。

・図書・DVDの閲覧
・イベント情報の提供

・研修講師の派遣
・啓発パネルの貸出

あいち人権センターをご活用ください！

人権情報の収集・発信

研修・学習の支援



みんなが思い合える場所を
つくるのは、みんなです。

32
人権と聞くと難しく考えてしまいがちですが、私たちの生活に関わる
身近な問題です。家庭、地域、学校、職場など生活の様々な場面で、
人権尊重の視点に立って考え、行動しましょう。

人権尊重の視点に立って
行動しましょうSTEP

行動しよう！人権について
学びましょう

条例の詳しい内容については、
愛知県人権推進課Webページをご覧ください。

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/jinken/

愛知県東大手庁舎3階にある「あいち人権センター」は、
人権に関する理解を深めていただくため、様々な取組を
しています。

あいち人権センターをご活用ください！

・企画展、講演会の開催

学びの場の提供

・人権相談員による
  一般相談
・弁護士による法律相談
  （毎月１回・要予約）

人権に関する相談



名古屋法務局人権擁護部 tel　052-952-8111

みんなの人権110番 tel　0570-003-110　（ゼロゼロみんなのひゃくとおばん）

女性の人権ホットライン tel　0570-070-810　（ゼロナナゼロのハートライン）

子どもの人権110番 tel　0120-007-110　（ゼロゼロナナのひゃくとおばん）
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相談体制の充実

インターネット
モニタリング事業の実施

「性の多様性に係る
庁内連絡会議」の開催

本邦外出身者に対する
不当な差別的言動の
概要の公表

審議会の開催 人権に関する基本計画の策定・変更など人権施策の重要事項については学識経験者で
構成する「愛知県人権施策推進審議会」に意見を聴いた上で実施していきます。

愛知県では、「愛知県人権尊重の社会づくり条例」や「人権教育・啓発に関する愛知県行動計画」に
基づき、人権施策を総合的かつ計画的に推進し、あらゆる人権に関する課題の解消を図るとともに、
全ての人の人権が尊重される社会の実現に向けて取り組んでいます。

この他の人権に関する相談窓口については、愛知県人権推進課Webページに掲載しています。

人権に関わる問題は、幅広い分野に関わることから、相談内容に応じ、様 な々機関が設置されています。

発行：愛知県県民文化局人権推進課
〒460-0001　名古屋市中区三の丸3-2-1
　　　　　　  愛知県東大手庁舎3階
　　　　　　  （地下鉄市役所駅2番出口から徒歩4分）
tel：052-954-6167　fax：052-973-3582
URL：https://www.pref.aichi.jp/soshiki/jinken/

電話相談　　052-954-6806　（相談専門ダイヤル）
面　　談　　あいち人権センター　（名古屋市中区三の丸3-2-1）

あいち人権センターでは、人権に関する相談窓口を設置しています。
相談内容によって、人権に関する一般的な情報の提供や助言、専門相談機関等の案内を
行うなど、解決に向け、お手伝いします。
また、法的な解釈や助言が必要な場合には、弁護士による法律相談を行っています。
お気軽にご利用ください。

インターネット上の誹謗中傷等を未然に防止するため、表現の自由を不当に侵害しないよう
に留意しつつ、インターネットモニタリングを実施し、悪質な書き込み等について、国の
人権擁護機関へ削除要請を行います。

性的指向や性自認の多様性への配慮に関して、全庁的な認識の共有化を図り、県の事務
事業において配慮するよう努めます。

公共の場所で本邦外出身者に対する不当な差別的言動が行われた場合は、愛知県人権
施策推進審議会の意見を聴いた上で、差別的言動の「概要」を公表します。

月曜日～金曜日
（※祝日及び年末年始除く）
午前9時～午後5時まで

受付時間

原則毎月第3火曜日
（相談無料・事前予約制）

午後2時～午後3時 おひとり30分以内

弁護士による法律相談

愛知県の主な取組

その他の人権に関する相談窓口のご案内


